豊岡市指定地域密着型サービス事業者の指定等に係る審査手続に関する要綱
平成19年８月24日豊岡市告示第182号
改正　平成28年8月25日豊岡市告示第266号　平成30年9月25日豊岡市告示第256号
令和３年３月26日豊岡市告示第90号　令和３年11月22日豊岡市告示第349号
　（趣旨）
第１条　この要綱は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）、豊岡市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基準等を定める条例（平成24年豊岡市条例第59号。以下「条例」という。）及び豊岡市指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定等に関する規則（令和２年豊岡市規則第57号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービス（以下「地域密着型サービス等」という。）を提供する事業者の指定に係る手続等に関し必要な事項を定めるものとする。

（指定の事前協議）
第２条　指定地域密着型サービス事業及び指定地域密着型介護予防サービス事業（以下「事業等」という。）に係る事業者の指定を受けようとする者（以下「事業予定者」という。）は、指定地域密着型（介護予防）サービス事前協議書（様式第１号。以下「事前協議書」という。）及び指定申請手続きに係る説明事項兼誓約書（様式第２号）を提出し事前協議を行うものとする。
（事前協議書の補正）
第３条　事業予定者は、事前協議書の補正を求められたときは、正当な理由がある場合を除き、速やかに補正を行うものとする。

（事前協議の処理期間）
第４条　事前協議書が到達した日から事前協議を完了するまでに通常要すべき標準的な処理期間は、３月以内とする。ただし、前項の補正に要した期間は除くものとする。
（事前協議の審査）
第５条　市長は、次の各号の要件に留意し事前協議書の審査を行うものとする。

⑴　介護保険関係法令、条例及び規則に定められた人員、設備及び運営に関する基準を満たしていること。
⑵　法第78条の２第４項各号又は第115条の12第２項各号に該当しないこと。
⑶　豊岡市介護保険事業計画に定める基盤整備計画の範囲を超えないこと。
２　市長は、事前協議書の審査に当たり、必要に応じて事業予定者に対して直接に、説明、報告等を求めるものとする。

３　市長は、事前協議が完了したときは、指定地域密着型（介護予防）サービス事前協議完了通知書（様式第３号）により事業予定者に通知するものとする。

（事前協議の中止）
第６条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、事前協議を中止するものとする。

　⑴　事業予定者から正当な理由に基づく協議期間の延長の申出がなく第4条に定める期間を経過したとき。

　⑵　事業予定者が事前協議中止届出書（様式第４号）により事前協議の中止を申し出たとき。
　⑶　正当な理由を示さず、第３条の規定による補正に速やかに応じないとき。

　⑷　事前協議書の内容が前条第１項の規定を満たしていないとき。

　⑸　その他事前協議を継続しがたい事由が生じたとき。

２　市長は、事前協議を中止したときは、指定地域密着型（介護予防）サービス事前協議中止通知書（様式第５号）により事業予定者に通知するものとする。

（事前協議の内容の変更）
第７条　事業予定者は、事前協議の完了後当該事前協議書の記載事項又は添付書類の内容に変更が生じたときは、指定地域密着型（介護予防）サービス変更協議書（様式第６号）に変更事項に係る書類を添付して市長に提出し、変更協議を行うものとする。この場合において、第３条及び第５条の規定は、変更協議について準用するものとする。

（指定の申請手続）
第８条　事前協議を完了した事業予定者は、規則第２条の規定により指定申請書を別途定める添付書類とともに提出するものとする。

２　市長は、申請書の審査に当たり、必要に応じて事業予定者に対して直接に、説明、報告等を求めるものとする。

（申請に対する審査）
第９条　市長は、前条第1項の申請があったときは、記載事項に不備がないこと、必要な書類が添付されていること等の申請の形式上の要件に適合しない申請については、事業予定者に対し相当の期間を定めて当該申請の補正を求めることとする。

（申請の処理期間）
第10条　申請書が到達した日から当該申請に対する処分をするまでに通常要すべき標準的な処理期間は、１月以内とする。ただし、前条の補正に要した期間は除くものとする。
（指定の基準）
第11条　市長は、申請書を提出した事業予定者（以下「申請者」という。）について、条例で定める基準に基づき審査するものとする。
（変更による届出）
第12条　申請者は、申請書の記載事項又は添付書類の内容に変更が生じたときは、速やかに、変更内容を市長に届け出るものとする。
（その他）
第13条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
附　則

この要綱は、告示の日から施行する。
　　附　則（平成28年8月25日豊岡市告示第266号）
この要綱は、告示の日から施行する。
附　則（平成30年9月25日豊岡市告示第256号）

この要綱は、平成30年10月1日から施行する。

附　則（令和３年３月26日豊岡市告示第90号）

　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
　　　附　則（令和３年11月22日豊岡市告示第349号）
　この要綱は、告示の日から施行する。
様式第１号(第２条関係)
指定地域密着型(介護予防)サービス事前協議書
年　　月　　日
　豊岡市長　様
事業予定者　所在地
名称及び代表者氏名　　　　　　　　　
指定地域密着型サービスの実施について計画しましたので、下記のとおり関係書類を添えて協議します。
	事
業
予
定
者
	フリガナ
	

	
	名　　称
	

	
	主たる事業所の所在地
	(〒　　　　　)

	
	連　絡　先
	℡　　　
	FAX

	
	法人種別  ※１
	
	法人所轄庁※２
	

	
	代表者の職・氏名・生年月日
	職　名
	氏　名（フリガナ）
	生　年　月　日

	
	
	
	
	

	
	代表者の住所
	(〒　　　　　)

	協議をする事業の種類
	事業所の所在地
	(〒　　　　　)

	
	同一所在地において行う事業等の種類
	実施事業※３
	事業開始　　　　予定年月日
	既に指定等を受けている
事業等(指定年月日)

	
	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	
	
	

	
	夜間対応型訪問介護
	
	
	

	
	地域密着型通所介護
	
	
	

	
	認知症対応型通所介護
(介護予防：あり・なし)
	
	
	

	
	小規模多機能型居宅介護
(介護予防：あり・なし)
	
	
	

	
	認知症対応型共同生活介護
(介護予防：あり・なし)
	
	
	

	
	地域密着型特定施設入居者生活介護
	
	
	

	
	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	
	
	

	
	看護小規模多機能型居宅介護
	
	
	

	添付書類
	指定申請書類一式


※１　「法人の種別」欄には「社会福祉法人」、「医療法人」、「社団法人」、「財団法人」、「株式会社」、「有限会社」等の別を記入してください。

２　「法人所轄庁」欄には、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁名の名称を記載してください。

３　「実施事業」欄は、今回の申請に係るもの及び既に指定等を受けているものを含めて、該当する欄に○印を付けてください。

４　「指定申請をする事業等」欄は、該当する欄に事業等の開始予定年月日を記載してください。

５　「既に指定等を受けている事業等」欄は、介護保険法による指定事業者又は介護保険施設として指定された年月日を記載してください。
様式第２号(第２条関係)

指定申請手続きに係る説明事項兼誓約書

　(事業名　　　　　　　　　　　　　　　)事業所の新規開設に当たり、豊岡市における地域密着型サービス事業者指定申請手続に関して、下記の留意事項について関係職員から説明を受け、これを了解し、以下のことを誓約します。

　1　上記説明を踏まえて、事前協議の実施に同意するとともに、事前協議及び指定審査の手続について担当職員の指示を踏まえて、質の高い介護サービスの確保に努めること。

　2　事業予定者又は役員が豊岡市指定地域密着型サービス事業者の指定等に係る審査手続に関する要綱第５条第１項第２号に掲げる者でないこと。

豊岡市長　　　　　　　　様

　　年　　月　　日　

事業予定者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名　　　　　　　　　 　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　

　   記

	(1)　事業予定者は、協議等に当たって介護保険法その他関係法令を熟知のうえで、豊岡市指定地域密着型サービス事業者の指定等に係る審査手続に関する要綱の規定に従い、協議するようにしてください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(2)　事前協議を行う目的は、申請前の計画段階で事前の審査を実施して不指定に伴うリスクを軽減するとともに、指定基準上問題点がある場合は、基準に適合するよう改善を促すものです。
(3)　事前協議又は指定申請手続を開始した後に判明した事実により、たとえ施設を建設し、従業員を確保した後であっても、適正な事業運営ができないと判断される場合は、指定を行うことができない場合があります。　　　

(4)　審査に当たっては、人員、設備、運営等に係る各基準の適合性について、総合的に審査を行い、指定の可否を判断します。
(5)　審査に当たっては、既指定事業所に係る実地指導の結果により改善が必要な場合には、その改善が完了するまで、又は改善されることが確実に見込まれるまで、協議を中断又は終了することがあります。


様式第３号(第５条関係)
年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　様

豊岡市長　　　　　　　　印　　　

指定地域密着型(介護予防)サービス事前協議完了通知書

　　　　　月　　日付で提出された事前協議書について、豊岡市指定地域密着型サービス事業者の指定等に係る審査手続に関する要綱第５条第３項の規定に基づき、事前協議が完了したので通知します。

　なお、事前協議書の記載内容又は添付書類に変更が生じた場合は、指定地域密着型(介護予防)サービス変更協議書に、変更事項に係る書類を添付し、変更協議を行ってください。

　事前協議書の内容に変更がない場合は、豊岡市指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定等に関する規則第２条に基づき、指定申請を行ってください。

様式第４号(第６条関係)

　

事前協議中止届出書

　

　現在実施している次の事前協議については、豊岡市指定地域密着型サービス事業者の指定等に係る審査手続に関する要綱第６条第１項第２号の規定により協議を中止したいので届け出ます。

豊岡市長　様

　　年　　月　　日　

(事業予定者)　住　所

法人名　　　　　　　　　　　　

代表者氏名

	協議開始年月日
	　　　年　　　月　　　日

	事業所設置予定場所
	

	サービスの種類
	

	事　業　所　名
	

	協議を中止する理由
※中止する理由は詳しく記入する。
	


様式第５号(第６条関係)
年　　月　　日　

　　　　　　　　　　様

豊岡市長　　　　　　印　　　

指定地域密着型(介護予防)サービス事前協議中止通知書

　　月　日付で提出された事前協議書について、豊岡市指定地域密着型サービス事業者の指定等に係る審査手続に関する要綱第６条第２項の規定により事前協議を中止したので通知します。

様式第６号(第7条関係)

　

指定地域密着型(介護予防)サービス変更協議書

　

　次のとおり計画・指定申請内容の変更を計画していますので豊岡市地域密着型サービス事業者の指定等に係る審査手続に関する要綱（第７条）の規定により協議します。

　豊岡市長　　　　　　様

　　年　　月　　日　

(事業予定者)　住　所

法人名

代表者氏名　　　　　　　　　　　
	事前協議終了年月日
	　　　年　　　月　　　日

	サービスの種類
	

	事　業　所　名
	

	変　更　内　容

	変　更　前
	変　更　後

	
	

	変更の理由


